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資料３ 
「第３期 北海道自転車利活用推進計画」素案 

  はじめに                                     

 １ 策定趣旨 

通勤や通学、買い物など、日常生活における身近な交通手段として利用されてきた自転車

は、近年の社会環境の変化に伴い、その果たす役割が一層広がっています。特に、環境負荷の

低減や健康増進、観光振興に加え、災害時の移動手段としての有効性が高まっています。 

国においては、平成 29 年５月に「自転車活用推進法」を施行し、平成 30 年６月には法に

基づき「自転車活用推進計画」を策定するなど、自転車の幅広い利活用に向けた取組を進めて

います。 

こうした中、道においても、平成 30 年４月に「北海道自転車条例」（以下「条例」といい

ます。）を施行し、平成 31 年３月には「北海道自転車利活用推進計画」（以下「計画」とい

います。）、令和 3 年 3 月に第 2 期計画を策定し、条例が掲げる理念の実現に向けて、環境

負荷の低減、健康増進、観光振興に資する自転車活用等促進事業や自転車道の整備など、多様

な取組を積み重ねてきました。 

その後、令和 4 年度及び 6 年度の道路交通法（以下「道交法」といいます。）の改正によ

り、自転車乗車用ヘルメット（以下「ヘルメット」といいます。）着用努力義務化や自転車

運転中のスマートフォン等の使用（以下「ながらスマホ」といいます。）、酒気帯び運転

などに対する罰則規定が整備されました。また、16 歳以上の自転車運転者を交通反則通

告制度（以下「青切符制度」といいます。）の対象とする規定が令和８年４月１日から

施行され、ながらスマホのほかに、逆走などの通行区分違反やイヤホンをしながら

の運転、傘差し運転など公安委員会遵守事項違反なども反則金の対象となり、安全利

用をめぐる規範も新たな段階を迎えています。 

また、本道では令和３年に「トカプチ 400」がナショナルサイクルルートに指定されたほ

か、大規模な自転車道を含む自転車通行空間の整備も進められており、安心して走行できる環

境が広がりつつあります。これにより観光振興の観点からも自転車の価値が注目されていま

す。 

こうした社会環境の変化や本道の特性を踏まえ、道民一人ひとりが安全で安心して自転車を

利用できる社会の実現に向け、条例の目的である環境負荷の低減、健康増進、観光振興をはじ

め、安全・安心な利用環境の整備や災害時に資する自転車の活用など、幅広い自転車関連施策

を総合的かつ計画的に推進するため、本計画を策定します。 

 

 ２ 推進期間 

      策定時から令和 12 年度（2030 年度）までを推進期間とします。 

 

 ３ 計画の位置づけ 

・平成 29（2017）年５月に施行された「自転車活用推進法」第 10 条に基づき、都道府県

自転車活用推進計画として策定します。 
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・北海道総合計画における特定分野別計画として位置付けます。 

 

北海道自転車条例（平成 30 年 4 月施行）の概要 

区  分 概     要 

目 的 ・ 

基本理念 

・自転車の活用及び安全な利用の推進に関する施策を総合的に推進 

 ①環境への負荷の低減 ②災害時の交通機能の維持 ③道民の健康の増進 

 ④自転車利用者及び歩行者の安全確保 ⑤サイクルツーリズムの振興 

基 本 的 

施  策 

①体制の整備        ②自転車交通安全教育の推進 ③普及啓発等 

④自転車専用道路*6等の整備 ⑤サイクルツーリズムの推進 ⑥財政上の措置 

責 務 ・ 

役 割 等 

【道】 

 ・総合的な施策の策定・実施 ・市町村への助言等 

 ・国、市町村、関係機関・団体との緊密な連携 

【自転車利用者】 

 ・関係法令の遵守、歩行者・自動車等に十分配慮した利用、必要な点検整備 

 ・乗車用ヘルメットの着用、夜間の自転車側面への反射器材の装着 

 ・自転車損害賠償保険等への加入 

【自動車等運転者】 

 ・自転車及び自動車等が共に道路を安全に通行できるよう配慮 

 ・自転車の側方通過時の安全な間隔の確保又は徐行 

【道民】 

 ・自転車の活用等の推進に関する理解 

 ・関係法令の遵守、自転車の利用に関する知識・技能の習得、環境への負荷の低 

  減に資する利用、家庭・地域等における交通安全教育・啓発 

 ・国、道、市町村の施策への協力 

【事業者】 

 ・事業活動における自転車の活用等の推進 

 ・事業活動において従業員等に自転車を利用させる場合には、関係法令の遵守、 

  乗車用ヘルメットの着用を推奨 

 ・国、道、市町村の施策への協力 

【自転車関係団体】 

 ・自転車の活用等に関する機運醸成のための活動 

 ・国、道、市町村の施策への協力 

保険等の 

加入促進 

・自転車小売業者：自転車損害賠償保険等に関する啓発等 

・自転車貸付業者その他事業者：事業活動に係る自転車損害賠償保険等への加入 

 

 

【自転車活用推進法（抄）】 

10 条 都道府県は、自転車活用推進計画を勘案して、当該都道府県の区域の実情に応じた自転

車の活用の推進に関する施策を定めた計画を定めるよう努めなければならない。  

11 条 市町村は、自転車活用推進計画及び都道府県自転車活用推進計画を勘案して、当該市町

村の区域の実情に応じた自転車の活用の推進に関する施策を定めた計画を定めるよう努めな

ければならない。 
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 ４ 本計画の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 自転車を取り巻く環境と課題                            

 １ 自転車を取り巻く環境 

（１）自転車の利用状況、ヘルメットの着用状況及び損害賠償保険の加入状況  

・通勤、通学における交通手段では、自転車の利用率は全国平均を下回っている 

・ヘルメットの着用率、損害賠償保険の加入率は、全国平均を下回っている  

令和 2 年国勢調査に基づく推計では、本道において、通勤、通学による利用交通手段とし

て自転車を利用している人の割合は 8.2％であり、全国平均の 13.5％を下回っています。特に

広域にわたる都市構造や冬期間の積雪など、地理的要因や気候により、通勤・通学や買い物と

いった日常の移動において、自転車は必ずしも第一の選択肢ではない状況となっています。 

今後は、公共交通との連携や短距離移動での自転車利用促進など、生活に根ざした利用をど

のように拡大するかが課題となります。 

Ⅰ 自転車を取り巻く環境と課題 

 １ 自転車を取り巻く環境 

 ２ 自転車利活用のさらなる発展を目指すための課題 

・安全に自転車を利用するための交通ルールと安全教育の徹底 

・安心して自転車を利用できる通行空間等の整備 

・健康・環境・観光・災害時に資する自転車利用の促進 

 

Ⅱ 自転車施策の展開方向 

 １ めざす姿 

   身近で多くの人が気軽に利用できる交通手段である『自転車』。安心

して走れる道と、みんなで守るルールで安全に、もっと楽しく快適に自

転車を利用できる北海道を目指します。 

 

『高まる安全性！深まる安心感！広がる自転車∞北海道！！』 
 

展開方向１：安全に自転車を利用するための交通ルールと安全教育の徹底 

展開方向２：安心して自転車を利用できる通行空間等の整備 

展開方向３：健康・環境・観光・災害時に資する自転車利用の促進 

 

 

Ⅲ 施策の推進  
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安全面として、道では、平成 30 年に条例でヘルメット着用の努力義務を定めており、着用

率は徐々に向上しています。一方で、道交法の改正により全国的に努力義務が制度化されたこ

とで、全国の着用率も高まったことから、結果として北海道の着用率は依然として全国平均を

下回る状況が続いています。 

警察庁の令和７年調査によると、ヘルメット着用の全国平均が 21.2％であるのに対し、北

海道は 15.6%にとどまっています。また、令和 2 年から 6 年の自転車乗用中の死傷者におけ

るヘルメット着用率は全国平均が 11.6％であるのに対し、北海道は 8.7%にとどまり、特に小

学生と中学生の着用率が全国平均を大きく下回っています。 

全国における自転車事故により亡くなられた方の約５割が頭部損傷を負っており、頭部を

負傷した死者・重傷者のうち、ヘルメットを着用していなかった人の割合は、着用

者に比べて約 1.7 倍高くなっていることを踏まえると、ヘルメット着用は命を守るうえ

で極めて重要であり、全世代において着用率を高める必要があります。 
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さらに、近年、自転車事故に関する損害賠償額は高額化しており、1 億円近い賠償金の支払

いを命じた判例も報告されています。こうした中、道では、条例により自転車損害賠償保険等

への加入の努力義務を定めていますが、本道における自転車損害賠償保険等への加入率は

48.8％と、全国平均の 65.5％を大きく下回っています（au 損保 2024 年調査）。 

貸付事業者やシェアサイクル事業者などでは高い加入率が確保されている一方で、一般利用

者においては十分に浸透していないのが実情です。事故に備えた経済的なリスク管理が不十分

であることは、利用者本人だけでなく、被害者やその家族にとっても大きな懸念材料となりま

す。 

自転車での加害事故例 

判決認容額（※） 事故の概要 

9,521 万円 

男子小学生（11 歳）が夜間、帰宅途中に自転車で走行中、歩道と車道の区別の

ない道路において歩行中の女性（62 歳）と正面衝突。女性は頭蓋骨骨折等の傷害

を負い、意識が戻らない状態となった。（ 神戸地方裁判所、平成 25（2013）年 7 月

4 日判決） 

9,330 万円 

男子高校生が夜間、イヤホンで音楽を聞きながら無灯火で自転車を運転中に、

パトカーの追跡を受けて逃走し、職務質問中の警察官（25 歳）と衝突。警察官は、

頭蓋骨骨折等で約 2 か月後に死亡した。（高松高等裁判所、令和 2（2020）年 7 月

22 日判決） 

9,266 万円 

男子高校生が昼間、自転車横断帯のかなり手前の歩道から車道を斜めに横断

し、対向車線を自転車で直進してきた男性会社員（24 歳）と衝突。男性会社員に重

大な障害（言語機能の喪失等）が残った。（東京地方裁判所、平成 20（2008）年 6

月 5 日判決） 
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6,779 万円 

男性が夕方、ペットボトルを片手に下り坂をスピードを落とさず走行し交差点に進

入、横断歩道を横断中の女性（38 歳）と衝突。女性は脳挫傷等で 3 日後に死亡し

た。（東京地方裁判所、平成 15（2003）年 9 月 30 日判決） 

5,438 万円 

男性が昼間、信号表示を無視して高速度で交差点に進入、青信号で横断歩道を

横断中の女性（55 歳）と衝突。女性は頭蓋内損傷等で 11 日後に死亡した。（東京

地方裁判所、平成 19（2007）年 4 月 11 日判決） 

一般社団法人 日本損害保険協会 調べ 

（※）判決認容額とは、上記裁判における判決文で加害者が支払いを命じられた金額です（金額は概算

額）。上記裁判後の上訴等により、加害者が実際に支払う金額とは異なる可能性があります。 

 
 

 

 

 

このように、本道では自転車の利用率、ヘルメット着用率、損害賠償保険の加入率のいずれ

も全国水準に届いておらず、安全・安心な利用環境の整備が急務となっています。今後は、自

転車の利点を広く普及させるとともに、交通ルールの徹底、ヘルメット着用の定着、保険加入

の促進を一体的に進めることで、道民が安心して自転車を利用できる社会の実現を目指す必要

があります。 

 

（２）道路交通法改正 

・乗車用ヘルメットの着用が義務付けられた（努力義務） 

・運転中のながらスマホが罰則の対象となった 

・酒気帯び運転及び幇助に対して新たに罰則が整備された 

近年、自転車の安全利用に関する社会的な関心が高まる中、交通ルールの遵守と事故防止に

向けた規範整備が進められており、その中心的な動きとして道交法の改正が挙げられます。自
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転車は単なる移動手段ではなく、法的に「車両」として位置づけられる存在であり、自転車の

安全利用に対する意識の向上と行動変容が求められています。 

まず、ヘルメットの着用については、条例ですでに努力義務として規定されていましたが、

令和４年４月 27 日の道交法改正（令和５年４月１日施行）により、全国的に努力義務として

制度化されました。この改正は、年齢や利用目的を問わず、すべての利用者に対して安全意識

の向上を促すものであり、実際の着用率をいかに引き上げるかが今後の課題となっています。  

次に、令和６年５月 24 日の道交法改正（令和６年 11 月１日施行）では、「ながらスマ

ホ」などが新たに罰則の対象として明確化されました。警察庁統計（令和 5 年）によれば、

自転車関連事故のうち「安全不確認」「動静不注視」「前方不注意」などに起因する違反が全

体の 4 割前後を占めています。特にスマートフォン使用による注意散漫は通行区分違反や信

号無視と同様に重大事故を引き起こす要因とされており、罰則適用による抑止効果が期待され

ています。 

また、酒気帯び運転やその幇助についても罰則が新設されました。自転車関連の飲酒運転事

故は、件数自体は少ないものの、死亡又は重傷に至る確率が高い傾向にあり、飲酒による判断

力低下が深刻な結果を招くことが確認されています。さらに、幇助行為、すなわち酒気帯び状

態での運転を知りながら自転車を貸与する行為なども罰則対象となり、利用者本人だけでなく

周囲の関与者にも一定の責任が課されるようになりました。 

さらに、令和６年５月 24 日の道交法改正（令和８年４月１日施行）では、16 歳以上の自転

車利用者を青切符制度の対象とする規定が施行されました。これにより、逆走などの通行区分

違反、イヤホン使用、傘差し運転、無灯火、信号無視、一時不停止といった違反が反則金の対

象となり、違反行為に対してより明確な責任が課されます。 

本道においては、こうした法改正の趣旨を道民に広く周知し、ルール遵守と安全意識の定着

を図ることが不可欠です。特に、ヘルメット着用やながらスマホ禁止といった具体的なルール

については、学校教育や地域団体での講習会、企業の通勤安全指導に組み込むほか、SNS や

動画を活用した啓発、シェアサイクル利用時のアプリ通知や貸出時の注意喚起など、利用者の

行動に直接つながる仕組みづくりが必要です。 

さらに、自治体や事業者、警察が連携し、世代や利用場面に応じた広報・教育活動を展開す

ることで、道民一人ひとりが安全で安心して自転車を利用できる社会の実現を目指す必要があ

ります。 
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自転車の主な交通ルール違反の罰則一覧 
違反名 罰則等 適用法条と条文要旨 

○酒気帯び運転等の
禁止 

５年以下の拘禁刑 
又は 
100 万円以下の罰金 
※酒酔い運転 
 
３年以下の拘禁刑 
又は 
50 万円以下の罰金 
※酒気帯び運転 

第 65 条第１項 
 何人も酒気を帯びて運転してはならない。 

○携帯電話使用等 ６か月以下の拘禁刑 
又は 
10 万円以下の罰金 
 
１年以下の拘禁刑 
又は 
30 万円以下の罰金 
※交通の危険を生じさせ
た場合 

第 71 条５の５ 
 自動車、原動機付自転車又は自転車（以下この号にお
いて「自動車等」という。）を運転する場合においては、当
該自動車等が停止しているときを除き、携帯電話用装置、
自動車電話用装置その他の無線通話装置を通話のため
に使用し、又は当該自動車等に取り付けられ若しくは持ち
込まれた画像表示用装置に表示された画面を注視しない
こと。 

○信号無視 ３月以下の拘禁刑 
又は 
５万円以下の罰金 

第７条 
 信号機の表示する信号又は警察官等の手信号等に従
わなければならない。 

○一時不停止 
３月以下の拘禁刑 
又は 
５万円以下の罰金 

第 43 条 
 道路標識等により一時停止すべきことが指定されている
ときは、停止線の直前で一時停止しなければならない。 

○無灯火 

５万円以下の罰金 

第 52 条 
 夜間、道路を通行するときは、灯火をつけなければなら
ない。 

○二人乗り等の禁止 ２万円以下の罰金 
又は 
科料 

第 57 条第２項 
 都道府県公安委員会が定める乗車制限に反して乗車さ
せ、自転車を運転してはならない。 

○通行の禁止等 ３月以下の拘禁刑 
又は 
５万円以下の罰金 

第８条 
 道路標識等によりその通行を禁止されている道路又は
その部分を通行してはならない。 

○車道通行 ３月以下の拘禁刑 
又は 
５万円以下の罰金 

第 17 条第１項 
 歩車道の区別のある道路では、車道を通行しなければ
ならない。 

○左側通行等 ３月以下の拘禁刑 
又は 
５万円以下の罰金 

第 17 条第４項 
 道路の中央から左の部分を通行しなければならない。 

○軽車両の並進の禁
止 

２万円以下の罰金 
又は 
科料 

第 19 条 
 自転車など軽車両は、他の軽車両と並進してはならな
い。 

○普通自転車の歩道
通行 ２万円以下の罰金 

又は 
科料 

第 63 条の４第２項 
 道路標識等により通行することができる歩道を通行する
ときは、歩道の中央から車道寄りの部分を徐行しなければ
ならず、また、普通自転車の進行が歩行者の通行を妨げ
ることとなるときは一時停止しなければならない。 

○自転車横断帯による
交差点通行 

２万円以下の罰金 
又は 
科料 

第 63 条の７第１項 
 交差点又はその付近に自転車横断帯があるときは、そ
の自転車横断帯を進行しなければならない。 

※根拠法令～道路交通法 資料提供：北海道警察 
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（３）安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン改定 

・面的な自転車ネットワーク計画の作成方法などが示された 

・自転車通行空間設計の考え方などが示された 

自転車の安全かつ快適な利用環境の整備に向けて、国土交通省と警察庁とが連携し、令和 6

年 6 月 25 日に「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」（以下「ガイドライン」と

いいます。）の改定を行いました。ガイドラインは交通状況に応じて、歩行者、自転車、自動

車が適切に分離された通行空間整備を行うための設計の考え方を示しており、全国の自治体が

自転車施策を進めるうえでの重要な指針となっています。 

今回の改定では、市町村による面的な自転車ネットワーク計画の作成方法として、現地の状

況に応じた柔軟な道路空間の再配分や、完成形態の自転車通行空間に向けた段階的な整備の手

順が示されました。 

また、自転車通行空間の設計の考え方として、自転車道（車道と分離された専用通行空間）

や自転車専用通行帯（車道上に設けられた自転車専用レーン）について、道路の形状、交通

量、周辺環境を踏まえた整備を検討する手法が具体的に示されました。 

地域全体の自転車ネットワークの構築により、通勤･通学・買い物・観光など、利用目的に

応じた自転車への多様なニーズに対応することが可能です。さらに、高齢者や子どもを含む幅

広い層の安全な移動手段の確保など、多様な目的に対応した自転車通行空間の整備を推進する

ことは極めて重要です。 

本道においても、ガイドラインを踏まえた自転車通行空間の整備により、道民や観光客が安

心・快適に自転車を利用できる環境の実現につながることが期待されます。本道の地理的特性

を活かした自転車ネットワークの面的な展開により、自転車の利活用が一層促進されることが

見込まれます。今後は、道内各自治体がガイドラインの趣旨を十分に理解し、地域の実情に応

じた計画策定と自転車通行空間の整備を進めることが求められます。 

 

（４）「トカプチ 400」ナショナルサイクルルートに指定、アドベンチャートラベルの推進 

・十勝平野を 8 の字に結んだ、延長 403km のサイクリングルートが、新たにナショナル

サイクルルートとして指定された 

・「アドベンチャートラベル・ワールドサミット北海道・日本（ATWS2023）」における

サイクリングを含む体験ツアーの開催 

十勝平野の広大な自然と農村景観を活かし、地域資源を結びつける形で構築された延長

403km のサイクリングルート「トカプチ 400」が、令和 3 年 5 月にナショナルサイクルルー

トとして指定されました。このルートは、十勝平野を８の字に結び、道内の多様な地形や風景

を体感できるルートとなっており、国内外のサイクリストに向けて高い魅力を発信する観光資

源として注目されています。ナショナルサイクルルートへの指定は、国土交通省が定める基準

（路線の魅力・快適性・安全性・情報発信力など）を満たしたルートに対して与えられるもの

であり、「トカプチ 400」のポテンシャルが全国的に認められた証であると言えます。 
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このルートは、単なる移動手段としての自転車利用にとどまらず、地域の自然・文化・食・

人とのふれあいを通じて、体験型観光の価値を高める役割を担っています。特に農村地域を通

過することで、地元農産物や景観、暮らしの魅力への理解を深め、観光客と地域住民との交流

を促進する機会にもなっています。こうしたサイクルツーリズムは、地域経済の活性化や関係

人口の創出にも寄与するとともに、持続可能な開発目標（SDGs）の達成に資する観光のあり

方として、地域社会の発展に貢献するものとなっています。 

また、令和５年９月に、アドベンチャートラベルに関する世界的な大会である「アドベンチ

ャートラベル・ワールドサミット 北海道・日本（ATWS2023）」がアジアで初めて実地開

催されました。世界 64 カ国・地域から 773 人の旅行会社やメディア、政府観光局などのアド

ベンチャートラベル業界の関係者が参加し、アドベンチャートラベルの体験ツアーや商談会、

講演等が行われました。 

 ATWS2023 の開催により、サイクリングを含むアウトドアアクティビティを、本道の大

きな魅力の一つとして世界に発信するとともに、ガイド人材の育成を含む地域の受入体制の強

化を促進する契機となりました。 

今後は地域住民や事業者との連携によるルート維持管理、季節ごとの魅力を活かしたイベン

ト展開など、継続的な魅力発信と利用促進の仕組みづくりも不可欠です。サイクルツーリズム

は本道の高付加価値化を追求するコンテンツのひとつとして、自然・文化・産業との多面的な

結びつきを通じて、本道全体の観光の高付加価値化と地域活性化につながることが期待されま

す。 

 

 ２ 自転車利活用のさらなる発展を目指すための課題 

（１）安全に自転車を利用するための交通ルールと安全教育の徹底 

・道交法改正による青切符制度導入に伴う、交通ルールの周知徹底 

・小中高生を対象とした自転車交通安全教室と交通ルール教育 

・乗車用ヘルメットの着用促進及び小中高生への着用教育 

本道における交通事故全体は長期的に減少傾向にあるものの、自転車関連事故については依

然として横ばいで推移しており、特に「自転車対歩行者」の事故件数が増加傾向にあるなど、

交通ルールの徹底と安全教育の強化が喫緊の課題となっています。都市部では歩行者と自転車

が混在する空間が多く、通行環境の整備とともに、利用者の安全意識の向上が求められていま

す。加えて、自転車事故により亡くなられた方の約５割が頭部損傷を負っていることから、ヘ

ルメットの着用促進は極めて重要な取り組みと位置づけられます。 

こうした状況を受けて、令和 5 年 4 月 1 日から施行された道交法の改正により、すべての

自転車利用者に対してヘルメットの着用が努力義務化されました。本道ではこれに先立ち、平

成 30 年に条例において、すでにヘルメット着用の努力義務が規定されており、地域独自の安

全対策が講じられてきましたが、今回の法改正により、国としての努力義務の対象が、従来は

保護者による児童・幼児への着用促進に限られていたものから、すべての自転車利用者本人に

対する努力義務へと拡大され、社会全体での安全意識の醸成が期待されています。特に子ども
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や高齢者を対象とした着用習慣の定着を図るとともに、通勤・通学・買い物など日常的に自転

車を利用する幅広い世代に対して、ヘルメット着用の重要性を理解してもらうための普及啓発

活動を一層強化していくことが求められます。学校教育においては、授業や活動の中で自転車

の安全利用に関する内容を取り上げる機会を確保し、年齢や発達段階に応じた安全教育の充実

を図ることが求められます。 地域においては、交通安全協会や PTA、自治会などとの連携に

よる講習会や啓発イベントの開催が効果的であり、学校と地域が一体となった取組が重要で

す。 

さらに、令和８年 4 月 1 日から施行された道交法の改正により、青切符制度が導入されま

した。これにより、信号無視や通行区分違反、一時不停止、ながらスマホなどの違反行為に対

して、刑事罰ではなく、反則金による簡易な処分が可能となり、実効性のある責任追及が可能

となることが期待されています。罰則強化は抑止力として有効であるとともに、違反行為の減

少を通じて交通の安全性が高まり、道民一人ひとりが安心して自転車を利用できる環境の形成

にもつながります。その一方で、制度の導入に伴い、道民へのルール周知と理解促進が不可欠

であり、教育・啓発の取組を通じた意識醸成が求められます。特に小中高生を対象とした交通

安全教室や、地域での講習・啓発活動を通じて、交通ルールやマナーの定着を図ることが重要

です。また、保護者や教職員が自転車の安全利用に関する知識を深め、子どもたちに対して適

切な指導を行えるよう、指導者向けの研修や教材の整備も求められます。 

本道が目指す「高まる安全性、深まる安心感」の実現に向けては、交通ルールの徹底と安全

教育の充実を両輪として、道民一人ひとりが自転車を安全に利用できる意識を育むことが不可

欠です。今回の制度改正を契機に、教育・啓発・環境整備・保険制度の各側面から総合的に取

り組むことで、本道における自転車の安全利用が一層進展することが期待されます。  

（２）安心して自転車を利用できる通行空間等の整備 

・安全な自転車利用を実現するための自転車道を含む通行空間の整備推進、 

適切な維持管理 

・特約を含む損害賠償保険に対する理解促進と認識向上 

・自転車損害賠償保険未加入者への保険加入の促進 

本道において、自転車を安心して利用できる環境を整備することは、交通安全の確保はもち

ろん、日常的な移動手段としての利便性向上や、観光資源としての魅力発信にも直結する重要

な課題です。自転車は環境負荷の少ない持続可能な交通手段であり、都市部から農村部まで幅

広い地域での活用が期待されています。こうした背景のもと、国では令和 6 年 6 月に「安全

で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」の改定が行われ、自転車が「車両」であり車道通

行が原則という観点に基づき、面的な自転車ネットワーク計画の作成方法や通行空間の設計の

考え方が示されました。しかしながら、令和 7 年３月末現在、本道では自転車ネットワーク

計画を策定している市町村は 12（全体の 6.7％）にとどまっております。また、これまで本道

では、大規模な自転車道を含む通行空間の整備を進めてきた実績があり、サイクルルートや通

勤通学路として一定の成果を上げてきました。しかしながら、地域によって整備状況にばらつ

きがあり、本道においては、ガイドラインを踏まえ、市町村レベルでの自転車ネットワーク計

画の策定を促すとともに、道と市町村が連携し、本道の広域性や地理的特性を踏まえた計画的
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な整備を推進し、既存施設の適切な維持管理を継続的に行うことで、利用者の安全性と快適性

を確保していくことが求められます。 

 

また、道では、条例により自転車損害賠償保険等への加入の努力義務を定めていますが、安

心して自転車を利用できる環境の整備には、特約を含む保険制度への理解及び加入促進が不可

欠です。特に、対人・対物賠償を含む特約付き保険の重要性を利用者に分かりやすく伝える広

報活動や、学校・地域団体を通じた啓発が求められます。自治体による保険加入の義務化や、

シェアサイクル事業者による自動付帯型保険の導入など、制度的な支援の検討も重要です。あ

わせて、保険加入のメリットや補償内容について、わかりやすく伝える広報資料や動画コンテ

ンツの活用も効果的です。 

さらに、矢羽型路面標示や案内看板、ピクトグラム等の視認性向上、交差点や合流地点にお

ける動線整理、夜間の視認性向上に向けた照明整備など、空間設計に関して利用者目線での配

慮が求められます。あわせて、快適な自転車利用環境の形成に向けては、観光地や公共施設周

辺における駐輪スペースの確保や、休憩施設の整備も重要な要素です。 

このように、通行空間の整備と維持管理、そして保険加入促進を一体的に進めることで、道

民が安心して自転車を利用できる環境を創出し、「深まる安心感」の実現につなげて本道にお

ける自転車利活用のさらなる発展を図っていくことが求められます。 
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（３）健康・環境・観光・災害時に資する自転車利用の促進 

・あらゆる世代の健康増進のための、安全で安心な自転車利用の促進 

・環境に優しく、SDGs 達成に貢献する自転車利用の促進 

・観光利用を含むシェアサイクルの利用拡大による自転車利活用の促進 

・サイクルツーリズムの促進に向けた多角的な取り組みと環境整備の促進 

・災害時の対応手段としての活用促進 

自転車は、通勤・通学や買い物などの身近な移動手段であるとともに、健康の維持・増進、

環境負荷の軽減、観光資源としての多様な活用、さらに災害時の機動的な移動手段としても高

い価値を持つ交通手段です。本道においても、こうした自転車の特性を最大限に活かし、地域

の実情に応じた利活用の促進を図ることが、持続可能な社会の形成に向けた重要な取組となり

ます。 

健康面においては、自転車の活用は有酸素運動による脂肪燃焼効果や生活習慣病の予防、ス

トレス軽減、筋力維持など、あらゆる世代の健康増進に資する効果が期待されています。特に

高齢者にとっては、歩行に比べ膝への負担が比較的軽いとされ移動範囲を広げる手段としても

有効であり、子どもにとっては運動習慣の定着や交通ルールの学習機会としても重要です。今

後は、年齢や体力に応じた自転車の選択肢（電動アシスト自転車、三輪自転車など）の普及促

進や、地域の関係機関との連携による利用支援の充実を通じて、幅広い世代が安全かつ安心し

て自転車を利用できる環境づくりを進めていくことが求められます。 

環境面では、自転車の利用促進は自動車依存の低減に直結し、温室効果ガスの排出削減や大

気環境の改善に寄与します。特に都市部においては、交通渋滞の緩和や騒音の低減にもつなが

り、住環境の質の向上に資するものです。本道が推進している「北海道 SDGs 推進ビジョ

ン」との整合を図りながら、自転車を環境負荷の少ない移動手段として位置づけ、公共交通機

関との連携やパーク＆ライドの導入など、地域全体での脱炭素型モビリティの構築を進めてい

くことが求められます。 

観光面では、本道では「トカプチ 400」のナショナルサイクルルート指定を契機に、質の高

いサイクルツーリズムの提供に向けた多角的な取組が進められています。今後は、観光振興の

観点から、自転車ルートの魅力向上、利便性の高い休憩・補給環境の整備、受入体制の強化、

地域住民との交流促進などを総合的に進めていくことが求められます。特に、地域の特性を踏

まえたルートの工夫や、広域的な連携によるネットワークの形成は、観光資源の魅力向上と活

用の促進に寄与するものと考えられます。 

また、シェアサイクルの利便性の向上や、地域資源と組み合わせた新たな周遊スタイルの提

供が、自転車の観光利用の促進に寄与します。特に都市部や観光地においては、駅や宿泊施

設、観光拠点におけるシェアサイクルポートの整備や、スマートフォンによる予約・決済・ナ

ビゲーション機能の充実など、利用しやすい仕組みの構築が期待されています。 
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また、災害時においては、自転車が燃料を必要としない機動性の高い移動手段であることか

ら、被災地での小口物資輸送や情報伝達など、小規模な対応手段としても有効です。道路寸断

やガソリン供給停止といった状況下でも、自転車は柔軟に対応できる特性を持っており、平時

からの利用習慣化や、ノーパンクタイヤ自転車など災害対応仕様の普及、避難計画への組み込

み、自治体によるマニュアル整備や訓練への反映といった具体的施策が有効です。  

加えて、電動アシスト自転車（e-bike）は、高齢者や体力に不安のある方々の移動機会を広

げる手段として注目され、地域における実用的な移動手段として普及が進みつつあり、より一

層の普及促進が求められます。 

このように、自転車の健康・環境・観光・防災といった多面的な価値を本道全体で共有し、

その利点を最大限に引き出す施策を総合的かつ計画的に展開していくため、今後は、行政・民

間・地域住民が連携し、本道における自転車利活用のさらなる促進を図っていくことが求めら

れます。 

 

 

Ⅱ 自転車施策の展開方向                               

 １ めざす姿 

   身近で多くの人が気軽に利用できる交通手段である『自転車』。安心して走れる道と、

みんなで守るルールで安全に、もっと楽しく快適に自転車を利用できる北海道を目指しま

す。 
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『高まる安全性！深まる安心感！広がる自転車∞北海道！！』 
 

高まる安全性 

 道交法の改正に伴う交通ルールの周知徹底や小中高生への交通安全教育、ヘルメットの着用

促進を一体的に推進することで、北海道全体の自転車利用における安全性の向上を着実に図り

ます。 

深まる安心感 

 自転車通行空間の整備、適切な維持管理を行うとともに、損害賠償保険に関する理解促進と

加入拡大を図ることで、すべての利用者が安心して自転車を活用できる環境の整備を促進しま

す。 

広がる自転車 

 安全性の向上と安心感の醸成を基盤として、自転車の利用が世代や目的を超えて広がり、通

勤・通学、観光、健康増進に加え、環境負荷の軽減にも寄与することで、北海道における持続

可能で活力ある新しいライフスタイルの創出につなげます。 

 

○自転車は多くの人が気軽に利用できる便利な交通手段として、高齢者を含む幅広い

世代に利用されています。道交法の改正や通行空間整備の進展により、安全性と安心

感が向上しています。 

○自転車は身近な交通手段として、通勤、通学、買い物、子どもの送迎など、さまざ

まな目的で多くの道民に利用されています。その結果、健康づくりや SDGs への貢献、

さらには環境への配慮にも繋がっています。 

○自転車は健康、環境、観光から、楽しむ自転車として多くの方に利用されています。

ナショナルサイクルルートや大規模な自転車道の整備が進み、道民はもとより、国内

外の多くの人々が本道でサイクリングを楽しんでいます。 

 

 

 ２ 自転車施策の展開方向 

「めざす姿」の実現に向け、「高まる安全性」、「深まる安心感」、「広がる自転車」の

３つの視点に立ち、自転車の利用拡大に向けた事業展開を図る。 

 

高まる安全性 
展開方向１：安全に自転車を利用するための交通ルールと安全教育の徹底 

交通安全教室の実施などにより、交通ルールやマナーの周知徹底を図り、安全に自転車

を利用できる北海道の実現をめざす。 

現 状 

○ 自転車乗車中の被害の交通事故については減少傾向で推移している一方、自転車が第

1 当事者（加害者）となった交通事故は増減を繰り返している。 
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○ 道交法改正により、ヘルメット着用努力義務化やながらスマホ、酒気帯び運転などに

対する罰則規定などが整備された。 

○ 自転車交通安全教育（交通安全教室や講習等）は、小・中・高校生を中心に多数の自

治体で実施されているが、実施率や内容に地域差がある。 

○ 自転車乗車中に死亡した人の約半数が頭部に致命傷を負っており、ヘルメット未着用

者の致死・重傷率は着用者よりも高い傾向が見られる。しかし、北海道のヘルメット着

用率は全国平均を下回る低水準であり、特に小学生・中学生の着用率は全国平均を大き

く下回っている。 

 

 

課 題 

  ○ 自転車に関する交通ルールの徹底と安全教育の強化が必要である。 

  ○ 道交法改正で「ながらスマホ」が新たに罰則の対象として明確化されたほか、逆走、

イヤホン使用、傘差し運転、無灯火、信号無視、一時不停止といった違反が反則金の対

象とされたことから、制度の周知が必要である。 

○ ヘルメット着用の重要性は極めて高く、世代に応じた啓発を通じて、ヘルメット着用

の定着を図る必要がある。 

 

 

主な取組 

○ 道交法改正に伴う罰則及び交通ルールの周知徹底 

・道交法の改正により禁止行為とされた「ながらスマホ」「イヤホン使用」「傘差し運

転」や、逆走・信号無視などの通行区分違反について、包括連携企業や関係機関と連

携し、周知徹底と啓発に努める。 

・「青切符制度」により反則金の対象となる違反について、包括連携企業や関係機関と

連携し、広く周知を図ることで事故抑止につなげる。 

・自治体・教育機関・地域団体と連携し、SNS やホームページ、交通安全イベントを

活用して、若年層から高齢者まで理解しやすい形で情報発信。 

・毎月第 1，第 3 金曜日の「自転車安全日」等において、街頭活動を通じた啓発を実施

するとともに、ホームページや SNS を活用し、幅広い層に向けた情報発信に取り組

む。 
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○ 小中高生向けの交通安全教育の強化と推進 

 ・関係機関と連携し、高校生を対象に交通事故の実態、ヘルメットの着用及び保険の加

入に関する出前講座を実施することで、若年層への理解促進と意識向上を図る。  

 ・小・中・高生の発達段階に応じた交通ルールの理解促進など、交通安全教育の推進を

図るとともに、学校安全の充実に向けた関係機関との会議を実施する。 

 ・スタントマンが交通事故をリアルに再現するスケアード・ストレイト教育技法を用い

た自転車教室を実施し、自転車の安全利用に対する意識向上を図る。 

・自転車シミュレーター等を活用し、危険予測能力やルール遵守の重要性を体験的に学

べる機会を提供。 

○ ヘルメットの着用促進と習慣化 

・交通安全街頭啓発や各種イベントにおいて、ヘルメット着用の促進に向けた普及啓発

活動を実施する。 

・小・中・高生の発達段階に応じた自転車利用時のヘルメット着用の啓発を通じて、着

用促進と習慣化を図るとともに、交通安全教育の推進に取り組む。 

・毎月第 1，第 3 金曜日の「自転車安全日」等において、ヘルメット着用の促進と習慣

化を含めた街頭啓発活動を実施するとともに、ホームページや SNS を活用し、幅広

い層に向けた情報発信に取り組む。 

・ヘルメットの着用効果について科学的データに基づき、SNS やホームページ、交通

安全イベントを活用して、若年層から高齢者まで幅広い層に向けた情報発信を行い、

理解促進を図る。 

 

※関連レポート挿入 海外事例 

 

深まる安心感  

展開方向２：安心して自転車を利用できる通行空間等の整備 

自転車の利活用を促進するため、安心できる走行環境や通行空間、自転車道の整備を推

進し、適切な維持管理を行うとともに、損害賠償保険への理解促進と未加入者への加入促

進を通じて、道民が安心して自転車を利用できる北海道の実現をめざす。  

現 状 

○ 「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」の改定が行われ、面的な自転車ネ

ットワーク計画の策定方法や通行空間の設計手法が新たに示された。 
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○ 本道では大規模な自転車道の整備が進められ、適切な維持管理が行われている。 

○ 矢羽根型路面標示などを活用した自転車通行空間の整備が、都市部・地方部を問わず

進められており、整備後の空間については適切な維持管理も行われている。  

○ 都市部では、矢羽根型路面標示などによる通行空間の改善により、自転車の車道通行

率が整備前と比べて上昇するなど、利用者の行動変化が見られている。 

○ 自転車事故をめぐる損害賠償額は高額化している。 

○ 道では、条例により自転車損害賠償保険等への加入の努力義務を定めているが、自転

車損害賠償保険等への加入率は全国平均より大きく下回っている。 

 ○ 損害賠償保険については、自動車保険や火災保険の特約として付帯されている場合も

あるが、加入者が特約の内容を十分に理解しておらず、加入状況を把握していないケー

スも少なくない。 

 

 

課 題 

○ 道内市町村における自転車ネットワーク計画の策定状況は低調であり、計画策定の推

進と計画に基づく通行空間の整備・維持管理を行う必要がある。 

○ 自転車通行空間の整備状況には地域差があるため、道と市町村が連携し、本道の広域

性や地理的特性を踏まえた面的な自転車ネットワークの整備の推進が必要である。 

○ 自転車損害賠償保険等への加入促進や加入状況の把握に向けた周知徹底が必要であ

る。 

 

 

主な取組 

○ 市町村自転車ネットワーク計画策定の促進 

・市町村自転車ネットワーク計画の策定状況等を把握し、未策定の市町村に対して、

「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を活用し、計画策定によるメリッ

トの周知及び策定の促進。 

・市町村自転車ネットワーク計画の策定を推進し、広域的な観点から関係機関と連携の

上、隣接市町村間におけるネットワークの連続性の確保・推進を図る。 

○ 安全で安心な自転車道を含む通行空間の整備推進、適切な維持管理 
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・市町村が策定する自転車ネットワーク計画に基づき、矢羽根型路面標示などの自転車

通行空間の整備を推進。 

・自然公園、名勝、観光施設等を結ぶ大規模自転車道線の整備を推進するとともに、地

域の魅力発信や自転車利用の促進に取り組む。 

・整備した自転車通行空間の適切な維持管理。 

・「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」に基づき、道路形状や交通量、周

辺環境に応じた設計手法を適用した自転車通行空間の整備を推進。 

・国、市町村及び道が連携し、自転車通行空間の整備に向けた技術的な情報提供。  

○ 損害賠償保険への理解及び加入促進 

・北海道自転車条例に基づく加入努力義務の周知を強化するとともに、保険加入の重要

性について広く周知を図る。 

・高額化する損害賠償事例を踏まえ、保険加入の必要性や安心感を具体的に示す広報活

動の展開。 

・自動車保険・火災保険の特約での付帯状況について、加入者が容易に確認できる方法

を関係団体と連携して検討。 

・学校や地域団体と協力し、児童・生徒などの若年層や家庭への啓発活動の推進。 

 

※関連レポート挿入 他県の取組状況 
 

広がる自転車 
展開方向３：健康・環境・観光・災害時に資する自転車利用の促進 

あらゆる世代の健康づくりや環境負荷の低減、道内観光の活性化、さらには災害時の移

動手段としても効果的な自転車の特性を活かし、安全・安心な利用の促進、SDGs に資す

る取り組み、シェアサイクルの普及、多様なサイクルツーリズム環境の整備を通じて、自

転車の利活用が日常に根づく北海道の実現をめざす。 

現 状 

○ 本道においては、日常生活における交通手段として自転車を利用している人の割合

は、全国平均を下回っている。 

○ 健康志向の高まりに加え、自転車道を含む通行空間の整備が進んできたことから、日

常的な健康づくりやレクリエーション目的として自転車を利用する人も多い。 
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○ 日常生活における自転車の利用は、温室効果ガスの排出を抑え、環境負荷の低減に大

きく貢献しており、SDGs（持続可能な開発目標）の達成にも寄与する。 

 ○ 「トカプチ 400」がナショナルサイクルルートに指定されたことを契機に、地域資源

を活かした質の高いサイクルツーリズムの提供に向けて、多角的な取り組みが展開され

ている。 

 ○ 道では「北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度」を創設し、その認定分野

にサイクリングも位置づけ、専門的なガイド人材の育成とサービスの質向上を図ってい

る。 

○ 都市部や観光地ではシェアサイクルの導入が進み、移動手段としての利便性を活かし

た観光利用が増加しており、地域の回遊性向上や脱炭素社会の実現にも寄与している。 

 ○ 自転車は災害時には被災地での小口物資の輸送や情報伝達など、柔軟かつ迅速な対応

が可能な手段として、全国的に注目されている。 

 ○ 「北海道自転車活用等推進連携会議」等の開催により、関係機関及び団体と連携を図

りながら施策を推進している。 

 

 

課 題 

○ 自転車利用を促進するための環境整備や意識醸成が十分とは言えず、利用促進に向け

た取組の強化が必要である。 

○ 運動・レクリエーション目的での利用に対応した環境整備や情報提供など利用者ニー 

ズに応じた取組の強化が必要である。 

○ 自転車の環境的な価値や社会的意義についての理解が十分に広がっておらず、日常生

活での利用促進に向けた啓発や支援の強化が必要である。 

 ○ サイクルツーリズムの質向上に向けた取組が進められている一方で、地域ごとの受け

入れ体制や情報発信、ガイド人材の確保にはばらつきがあり、道内全体での魅力的なサ

イクルツーリズムの展開には課題が残っていることから、地域資源の磨き上げと人材育

成、広域連携による情報発信の強化が必要である。 

○ シェアサイクルの利用環境やサービスの質に関して地域間の格差を是正し、誰もが安

心して利用できる環境の整備と、観光資源との連携強化が必要である。 

 ○ 災害時の移動手段としての自転車について、一般的な認識が低く具体的な備えも不十

分であるため、有効性の周知と具体的な対応の促進が必要である。 
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○ 道内市町村における自転車活用推進計画の策定状況は、令和 7 年３月末現在 17 市町

村と低調である。 

 

 

主な取組 

○ あらゆる世代の健康増進に資する安全で安心な自転車利用の促進 

・健康を維持するための運動量の確保や、運動習慣定着化のための手段としての自転車

利用に関する情報提供。 

・日常生活における身体活動量の増加や健康的な生活習慣の維持に寄与することについ

て、広報等の啓発を通じて道民に周知。 

・環境・観光・教育等の関連分野の取組と連携しつつ、結果として道民の健康づくりに

も資する安全・安心な自転車利用の促進を図る。 

・年代に応じた自転車の安全教育・マナー啓発を通じて、安心して自転車を活用できる

環境づくりを進め、その結果として日常的な身体活動機会の拡大につなげる。  

・地域福祉施策や高齢者の外出支援等と連携し、自転車の安全利用を通じた生活機能維

持や社会参加の促進を図る。 

○ 環境負荷の低減と SDGs 達成に貢献する自転車利用の促進 

・市町村が策定する自転車ネットワーク計画に基づき、矢羽根型路面標示などの自転車

通行空間の整備を推進。【再掲】 

・自然公園、名勝、観光施設等を結ぶ大規模自転車道線の整備を推進するとともに、地

域の魅力発信や自転車利用の促進に取り組む。【再掲】 

・ゼロカーボン北海道の実現に向け、省エネや自転車・公共交通機関の利用など、出来

ることからゼロカーボンの取組を実践していく「ゼロカーボン北海道チャレンジプロ

ジェクト」を広く呼びかけ、脱炭素型ライフスタイル・ビジネススタイルへの転換を

促進。 

○ 多様なサイクルツーリズム環境の整備と促進 

・アドベンチャートラベル推進の一環として、海外旅行会社等を対象とした FAM ツア

ーの開催や旅行博への出展等を通じて、サイクリングを含むアウトドアアクティビテ

ィやアドベンチャートラベルのツアーに対する認知度向上や誘客促進を図る。  

・サイクリング分野を含む北海道アドベンチャートラベルガイド認定等制度の運営を通

じて、地域におけるガイド人材の育成と受入体制の整備を図る。 
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・ナショナルサイクルルート「トカプチ 400」など、道内各地のサイクルルートを活

かした広域的なサイクルツーリズムの振興に向けて、関係機関との連携・協働を進

める。 

・魅力的な情報発信や受入環境の整備を進め、国内外のサイクリストなどが安心して楽

しめる環境を形成。 

○ シェアサイクルの利用拡大による自転車利活用の促進 

・都市部や観光地で進むシェアサイクルの取組を地域間で展開し、より多くの地域にお

ける活用の促進を図る。 

・公共交通や観光資源と連携させた利便性の高いシェアサイクルネットワークを構築。  

・シェアサイクル利用者に対し、安全利用に関する周知を徹底し、安心して利用できる

体制を整備。 

○ 災害時の自転車活用に向けた啓発 

・災害時における自転車の有効性（小口物資輸送、情報伝達など）を広く周知。  

○ 市町村自転車活用推進計画策定の促進 

・各市町村における自転車活用推進計画の策定を促進し、道全体としての一体的な推進

を図る。 

・災害時における自転車の活用を位置付けた自転車活用推進計画の策定の促進。 

 

※関連レポート挿入 他県他市町村の取組状況１ 
 

Ⅲ 施策の推進                                    

 １ 施策推進の考え方 

道を中心に多くの推進主体、幅広い分野にわたる自転車関連施策を相互に連携させなが  

ら、施策の推進を図る。 

 本計画は持続可能な開発目標（ＳＤＧs） の推進に資するものであり、北海道ＳＤＧs 

推進ビジョンの趣旨を踏まえ、本計画における「めざす姿」の実現に向けた取組を展開す  

る。 

 

 ２ 施策の推進管理 

    本計画の関連事業も含む、北海道の施策・事務事業については、北海道政策評価条例に    

基づく PDCA(PLAN-DO-CHECK-ACTION)サイクルに基づく政策評価による推進管理が   

行われるほか、年度ごとの自転車関連施策の推進状況を取りまとめる。 

※関連レポート 他県他市町村の取組状況２ 
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